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保険に関する主な検討課題（案） 

 

１．保険商品の販売のあり方 

 

（１）保険商品の販売チャネルの将来展望 

 

ａ．保険商品市場の動向や保険会社の多様化（生損保相互参入、外資系保険会社の

参入）を踏まえ、保険商品の販売チャネルは今後どのようになっていくと見込

まれるか。特に、欧州で一般的な銀行等の販売網を活用した販売や、国際的に

広がりが見られるインターネット等を通じた通信販売など新たな販売チャネ

ルのメリットとリスクについて、どう考えるか。 

ｂ．保険仲立人（ブローカー）を通じた販売は、米国や英国においては主要チャネ

ルの一つとなっているが、我が国では平成８年の制度導入以降、未だ揺籃期に

ある。この販売チャネルの今後について、どう見るか。 

ｃ．保険商品を取り扱う代理店のうち、関係企業グループ内の企業やその従業員 

の保険を取り扱う「機関代理店」は我が国に特有のものと言われるが、こうし

た機関代理店の合理性、問題点や将来性について、どのように考えるか。 

 

（２）保険商品の販売規制のあり方 

 

ａ．保険商品の販売チャネルの多様化や金融商品販売法の施行等の業態横断的な 

規制の動きなどを踏まえ、今後の保険商品の販売規制のあり方について、どう

考えるか。 

ｂ．銀行等による保険商品の販売規制については、「規制改革推進３か年計画（再

改定）」（平成 15 年３月閣議決定）において、規制の緩和に関する検討を行い、

平成 15 年度中に結論を得ることとされているが、保険契約者の利便性の向上

の観点や銀行等の影響力に基づく不適切な販売といった弊害の懸念等も踏ま

え、どのように考えるべきか。 

ｃ．保険商品の販売については、自己契約規制や構成員契約規制といった、保険商

品の特性を踏まえた特有の規制が設けられているが、こうした規制の合理性や

見直しの必要性をどのように考えるか。これらのほかに見直しを検討すべき販

売規制はないか。 
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２．保険会社のガバナンスのあり方 

 

（１）保険会社のガバナンスに関する論点 

 

ａ．外資系保険会社の進出や業態間相互参入による保険子会社の設立により、保 

険株式会社の中には一人株主の会社も少なくないが、こうした場合でも保険契

約者の利益が経営に適切に反映されるガバナンスの仕組みにはどのようなも

のがあるか。 

ｂ．相互会社においては、社員たる保険契約者の利益に合致した経営を確保する 

ための装置として、総代会、評議員会、契約者懇談会等の様々な機構が設けら

れているが、これらの役割や実態について、どう考えるか。また、近年国際的

に見られる相互会社の株式会社化の動きについて、どう評価するか。 

ｃ．平成 15 年の保険業法の改正等により保険会社についても委員会等設置会社制

度が導入されているが、その活用についてどう考えるか。また、外部からの経

営者の規律付けの観点から、市場における保険会社間の競争やこれを支えるデ

ィスクロージャーの役割について、どう考えるか。 

 

（２）総代会のあり方 

 

ａ．総代会が相互会社における社員自治機能をより適切に発揮できるように、こ 

れまでも、総代の構成上のバランスへの配慮や選出方法に係る透明性向上、契

約者懇談会との連携等の運営面での工夫などの改善が図られてきているが、現

状の総代会が果たしている機能について、どのように評価するか。 

ｂ．相互会社の最終意思決定機関として多様な保険契約者の利益を代表するべき 

総代会について、さらなる機能強化のための工夫は考えられないか。 

 

３．保険契約者等の保護のあり方 

 

（１）自然災害リスク等に係る責任準備金の積立ルール等の整備 

 

ａ．損害保険分野では、市場の発展により保険が担保するリスクの量は拡大して 

いるが、他方で近年大規模な自然災害が増加しており、多額の保険金支払が必

要となる事態も生じている。こうした中で、保険会社による充分なリスク管理

を確保する観点から、適切な責任準備金の積立ルールのあり方について、どう

考えるか。また、同様の観点から、国際的に展開する再保険取引に係る会計処

理ルールについて、一層の明確化・適正化が必要と考えられるがどうか。 
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ｂ．生命保険分野では、近年急速な拡大が見られる変額年金保険について、保険会

社が年金支払開始時等における元本保証を提供するものが少なくない。こうし

た場合についても、保険会社における十分な責任準備金の積立てが必要であり、

積立ルールの整備が求められると考えられるがどうか。 

ｃ．これらの他に、適正な責任準備金の積立ルールの確立が求められる分野はない

か。また、責任準備金以外の準備金について、積立ルール等を見直すべきもの

はないか。 

 

（２）保険契約者保護制度の見直し 

 

ａ．保険契約者保護機構制度は、保険会社が破綻した際にその保険契約の移転等 

に対して資金援助等を行うことにより、保険契約者等の保護を図る仕組みであ

る。このうち、生命保険会社の保険契約者保護機構については、平成 15 年の

保険業法の改正により、平成 17 年度までの３年間の措置として、政府補助も

含めて 5000 億円の財源が用意されている。平成 10 年の制度創設以降の運用状

況や、保険監督手法の充実、保険会社の破綻処理法制の整備等も踏まえ、平成

18 年度以降の財源措置のあり方を含めた保険契約者保護機構制度の見直しに

ついて、どのように考えるか。 

ｂ．現行の保険契約者保護機構制度は、他の保険会社への移転等により保険契約 

の継続を確保することで保険契約者を保護することを基本としている。他方、

保険期間が短期である自動車保険等の損害保険については、保険契約の継続よ

りも、破綻後の一定期間について保険金の支払いを確保する方式の方が適当で

あるとの指摘があるが、どう考えるべきか。その際、損害保険会社も長期の貯

蓄性商品を取り扱っていることや、医療保険等のいわゆる第三分野商品は生命

保険会社も取り扱っていることについて、どのように考えるべきか。 

 

（３）無認可共済への対応 

 

ａ．特別な根拠法に基づかず設立された任意団体で共済事業を行う、いわゆる「無

認可共済」については、これまで自発的な共助を基礎とするものであり、その

契約者を保護するための規制は基本的に必要ないとされてきた。しかし、近年

こうした事業の規模や形態が多様化しており、消費者保護の観点等から規制を

求める声があるが、これについてどう考えるか。 

ｂ．仮に、規制が必要とする場合、どのような規制が適切か。保険会社の保険商品

と同等の商品を広く多数の者に提供するような無認可共済が出てきており、一

部では保険会社との競合が見られることも踏まえ、保険業法による保険会社の

規制との関係をどのように考えるべきか。 
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